
















































１　一般会計

(1)　歳入

(2)　歳出

(3)　実質収支

　一般会計は、当広域連合の運営のための会計です。
　(1) 歳入の決算合計は、８億2,299万7,494円で、主なものは「１ 分担金及び負担金」で、市
町村からの事務費負担金です。
　(2) 歳出の決算合計は、７億5,048万9,779円で、主なものは「２ 総務費」で、派遣職員給与
費等負担金等、「３ 民生費」は、特別会計への事務費繰出金です。
　(3) 実質収支額は、7,250万7,715円で、令和２年度の繰越金に計上します。

歳　入　合　計 歳　出　合　計 翌年度へ繰り越すべき財源 実 質 収 支 額

822,997,494 750,489,779 0 72,507,715

合 計 823,093,000 750,489,779 100.00 72,603,221

（単位：円）

5 予 備 費 5,000,000 0 0.00 5,000,000

4 公 債 費 150,000 0 0.00 150,000

3 民 生 費 512,365,000 464,797,050 61.94 47,567,950

2 総 務 費 304,754,000 285,073,149 37.98 19,680,851

1 議 会 費 824,000 619,580 0.08 204,420

（単位：円，％）

区　分
予算現額 　決算額

予算現額と
決算額との比較

　項　目 構成比

合 計 823,093,000 822,997,494 100.00 △ 95,506

4 諸 収 入 2,000 20,687 0.00 18,687

2 国 庫 支 出 金 301,000 186,795 0.02 △ 114,205

3 繰 越 金 135,436,000 135,436,722 16.46 722

構成比

1
分 担 金 及 び
負 担 金

687,354,000 687,353,290 83.52

令和元年度　一般会計・特別会計決算の状況について

（単位：円，％）

区　分

予算現額 　決算額
予算現額と

決算額との比較
　項　目

△ 710
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２　特別会計

(1)　歳入

(2)　歳出

(3)　実質収支

　特別会計は、後期高齢者医療制度の運営として、保険給付や保健事業等を実施するための会
計です。
　(1) 歳入の決算合計は、2,933億2,352万7,858円で、主なものは国、県、市町村からの支出金
と、現役世代からの支援金である「４ 支払基金交付金」です。
　(2) 歳出の決算合計は、2,803億4,377万8,783円で、主なものは「２保険給付費」で、全体の
約98％を占めています。また、「４ 保健事業費」は、健康診査や長寿・健康増進事業等の経
費、「６ 諸支出金」は、前年度の事業費等の清算に係る国等への償還金等となっています。
　(3) 実質収支額は、129億7,974万9,075円で、令和２年度の繰越金に計上します。

歳　入　合　計 歳　出　合　計 翌年度へ繰り越すべき財源 実 質 収 支 額

293,323,527,858 280,343,778,783 0 12,979,749,075

合 計 291,795,903,000 280,343,778,783 100.00 11,452,124,217

（単位：円）

7 予 備 費 11,327,785,000 0 0.00 11,327,785,000

6 諸 支 出 金 3,825,881,000 3,822,232,682 1.35 3,648,318

5 公 債 費 9,343,000 0 0.00 9,343,000

4 保 健 事 業 費 785,556,000 746,698,790 0.27 38,857,210

3
特 別 高 額 医 療 費
共 同 事 業 拠 出 金

77,606,000 72,836,607 0.03 4,769,393

2 保 険 給 付 費 275,168,856,000 275,147,051,939 98.15 21,804,061

1 総 務 費 600,876,000 554,958,765 0.20 45,917,235

（単位：円，％）

区　分
予算現額 　決算額

予算現額と
決算額との比較

　項　目 構成比

合 計 291,795,903,000 293,323,527,858 100.00 1,527,624,858

9 寄 附 金 5,000,000 5,000,000 0.00 0

8 諸 収 入 302,513,000 1,028,943,064 0.35 726,430,064

7 繰 越 金 13,586,073,000 13,586,073,665 4.63 665

6 繰 入 金 512,365,000 464,797,050 0.16 △ 47,567,950

5
特 別 高 額 医 療 費
共 同 事 業 交 付 金

67,824,000 86,890,346 0.03 19,066,346

4 支 払 基 金 交 付 金 111,424,750,000 111,424,750,061 37.99 61

2 国 庫 支 出 金 94,982,266,000 95,164,072,035 32.44 181,806,035

3 県 支 出 金 23,128,700,000 23,135,711,912 7.89 7,011,912

構成比

1 市 町 村 支 出 金 47,786,412,000 48,427,289,725 16.51

（単位：円，％）

区　分
予算現額 　決算額

予算現額と
決算額との比較

　項　目

640,877,725



 

 

新型コロナウイルスに係る保険料減免及び傷病手当金の支給等について 

 

１．保険料の減免 

 (1) 要件及び減免割合 

   新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保険者等で、次の１また

は 2のいずれかに該当する者の保険料の一部または全部を免除する。 

 

１ 新型コロナウイルス感染症によりその者の属する世帯の主たる生計維持者が死

亡し、又は重篤な傷病を負った者 

  ⇒ 同一世帯に属する全ての被保険者の保険料の全額を免除 

 

２ 新型コロナウイルス感染症の影響によりその者の属する世帯の主たる生計維持

者の事業収入、不動産収入、山林収入又は給与収入の減少が見込まれ、一定の条件

に該当する被保険者 

  ⇒ 同一世帯に属する被保険者の保険料の一部または全部を免除 

  

 (2) 減免対象保険料 

   令和元年度分及び令和 2年度分の保険料であって、納期限が令和 2年 2月 1日から 

令和 3 年 3月 31 日の間に普通徴収の納期限または特別徴収対象年金給付の支給日が 

設定されているもの 

 

 (3) 財政支援について 

   保険料減免額の全額が、国の財政支援の対象となる。 

 

 (4) 保険料減免状況   

                           (令和２年 8月 31 日時点) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害程度 
令和元年度 令和２年度 

人数 減免額 人数 減免額 

死亡及び重篤な傷病 1 人 1,600 円 1 人 12,200 円 

事業収入の減少 69 人 1,112,600 円 73 人 5,302,000 円 

合   計 70 人 1,114,200 円 74 人 5,314,200 円 

資料３ 



 

 

２．傷病手当金の支給 

  

（1）対象者 

被用者のうち、新型コロナウィルス感染症に感染した者、または発熱等の症状が 

あり感染が疑われる者 

 

（2）支給要件 

労務に服することができなくなった日から起算して３日を経過した日から労務に 

服することができない期間 

 

（3）支給額 

（直近３か月間の給与収入合計額/就労日数）×２／３×療養のため休んだ日数 

 

（4）適用 

   令和２年１月１日から同年 12 月 31 日までの間（※）で療養のため労務に服すること

ができない期間（ただし、入院が継続する場合等は健康保険と同様、最長１年６か月ま

で） 

    ※令和２年８月 17 日付厚生労働省事務連絡を受け、適用期間を３か月延長 

 

(5) 財政支援 

   傷病手当金の支給分は、全額、国の財政支援の対象 

 

（6）傷病手当金の支給  

 

該当なし（９月 25 日現在） 

 

 

 

３．感染拡大に伴う医療費への影響 

新型コロナウィルス感染症拡大防止のために緊急事態宣言が長野県にも適用されるこ 

ととなった令和２年４月以降、７月までの各月の総医療費、１人あたり医療費は、ともに

令和元年の同月額を下回っている。その間の被保険者数は、ほぼ横ばいであるにもかか

わらず、医療費は減少している状況である。 

緊急事態宣言解除後、増加傾向にあるものの、依然として前年同月額より少ない。 

これは、軽症により医療機関受診の必要性の低い被保険者などが、新型コロナウィル

ス感染症への罹患を恐れ、医療機関等への受診を控えたことによるものではないかと推

察される。（資料７－３参照） 

 



新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保険者等に係る保険料減免の実施状況

市町村 被保険者数 人数（人） 減免額（円） 人数（人） 減免額（円） 市町村 被保険者数 人数（人） 減免額（円） 人数（人） 減免額（円）

⾧野市 60,306 8 185,300 8 600,400 松川町 2,406 1 6,800 1 32,700

松本市 36,432 3 74,800 3 300,100 高森町 2,271 0 0 0 0

上田市 25,794 6 119,200 7 571,600 阿南町 1,183 0 0 0 0

岡谷市 9,615 3 46,700 3 275,000 阿智村 1,218 2 22,800 2 80,000

飯田市 18,191 2 7,100 2 115,400 平谷村 97 0 0 0 0

諏訪市 8,408 3 14,700 3 104,300 根羽村 293 0 0 0 0

須坂市 8,590 0 0 0 0 下條村 751 0 0 0 0

小諸市 7,051 1 1,000 1 9,200 売木村 159 0 0 0 0

伊那市 11,710 0 0 0 0 天龍村 500 0 0 0 0

駒ケ根市 5,643 1 52,400 1 9,200 泰阜村 408 0 0 0 0

中野市 7,120 1 19,400 1 88,200 喬木村 1,268 0 0 0 0

大町市 5,676 3 68,700 3 439,300 豊丘村 1,221 0 0 0 0

飯山市 4,131 0 0 0 0 大鹿村 327 0 0 0 0

茅野市 9,059 1 32,300 1 169,500 上松町 1,102 1 800 2 40,600

塩尻市 10,056 4 25,900 4 276,500 南木曽町 1,032 8 103,800 8 595,700

佐久市 16,072 4 68,700 7 473,600 木曽町 2,550 0 0 0 0

千曲市 10,798 0 0 0 0 木祖村 668 0 0 0 0

東御市 4,823 7 95,600 7 398,500 王滝村 197 0 0 0 0

安曇野市 16,267 3 52,500 3 272,500 大桑村 913 1 39,600 1 114,400

小海町 1,087 0 0 0 0 麻績村 756 1 1,000 0 0

佐久穂町 2,267 0 0 0 0 生坂村 435 0 0 0 0

川上村 692 0 0 0 0 山形村 1,153 0 0 0 0

南牧村 559 0 0 0 0 朝日村 783 0 0 0 0

南相木村 266 0 0 0 0 筑北村 1,106 0 0 0 0

北相木村 191 0 0 0 0 池田町 2,085 0 0 0 0

軽井沢町 3,292 0 0 0 0 松川村 1,700 0 0 0 0

御代田町 2,147 0 0 0 0 白馬村 1,322 0 0 0 0

立科町 1,334 0 0 0 0 小谷村 622 0 0 0 0

⾧和町 1,364 0 0 0 0 坂城町 2,960 0 0 0 0

青木村 921 0 0 0 0 小布施町 1,968 0 0 0 0

下諏訪町 4,448 1 14,600 1 73,300 高山村 1,190 0 0 0 0

富士見町 2,846 0 0 0 0 山ノ内町 2,778 0 0 0 0

原村 1,348 1 1,600 1 12,200 木島平村 956 0 0 0 0

辰野町 4,058 0 0 0 0 野沢温泉村 703 0 0 0 0

蓑輪町 3,841 2 15,800 2 81,800 信濃町 1,804 1 29,000 1 117,500

飯島町 1,901 0 0 0 0 飯綱町 2,194 0 0 0 0

南箕輪村 1,937 1 14,100 1 62,700 小川村 687 0 0 0 0

中川村 912 0 0 0 0 栄村 566 0 0 0 0

宮田村 1,409 0 0 0 0 計 356,894 70 1,114,200 74 5,314,200

令和元年度 令和2年度令和元年度 令和2年度
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令和元年台風第 19号により被災した被保険者に係る一部負担金免除等の実施状況について 

 

１．一部負担金の免除 

 ⑴ 要件 

   令和元年台風第 19 号に伴う災害に係る災害救助法の適用市町村に住所を有する被保

険者であって、住家の全半壊、床上浸水その他の被災（主たる生計維持者の死亡、行方

不明、業務廃止、失職等）をした者が、令和２年３月 31 日までの間は受診の際、医療

機関等の窓口においてその旨を申告することにより一部負担金が免除となり、令和２年

４月１日以降は広域連合で発行する一部負担金等免除証明書を提示することで一部負

担金の支払いが免除される。 

 

 ⑵ 免除対象一部負担金 

   災害救助法適用日（令和元年 10 月 12 日）から令和２年 12 月 31 日までの診療に係る

窓口負担額（入院時食事療養費・生活療養費等に係る標準負担額は除く） 

 

 ⑶ 免除期間の延長について 

   当初、免除期間を、国の財政支援（10 分の 10）の対象となる令和２年９月 30 日まで

としていたが、復興・復旧に向けて被災者に寄り添った継続的支援が必要であることと、

国保で一部負担金の免除期間を延長する市町村があることから国保と足並みを揃えて

実施する必要性があり、令和２年 12 月 31 日まで３か月間延長した。 

 

 ⑷ 財政支援について 

   令和２年９月 30 日までは 10 分の 10 財政支援されるが、10 月以降分は構成市町村毎

に一定の基準を満たしているか否か判断し、満たした市町村の免除額の 10 分の８が財

政支援される。 

 

 ⑸ 免除実施状況 

  ア．窓口での免除                  （令和２年７月診療分まで） 

 令和元年度 令和２年度 

免除件数（レセプト件数） 18,204 件 20,830 件 

免除額 72,595,901 円 68,821,932 円 

   

イ．還付分（免除対象の一部負担金等を支払った場合） （令和２年８月支給分まで） 

 令和元年度 令和２年度 

支給決定件数 390 件 931 件 

還付額 1,835,470 円 4,928,494 円 

 

ウ．免除証明書交付人数  ２，１４７人（令和２年８月 31 日現在） 
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２．保険料の減免 

 ⑴ 要件及び減免割合 

   令和元年台風第 19 号に伴う災害に係る災害救助法の適用市町村に住所を有する被保

険者であって、住家の全半壊、床上浸水その他の被災をした者が、住所地の市町村にお

いて減免手続きを行った場合、保険料が減免となるもの 

 

  ア．主な減免理由・減免割合 

   その者の属する世帯の主たる生計維持者の居住する住宅に損害を受けた者 

 

損害程度 減免割合 

全壊 10 割 

半壊・大規模半壊 ８割 

床上浸水 ５割 

 

  イ．その他 

   主たる生計維持者の死亡、行方不明、事業収入減少等については、内容・程度により

減免割合が定められている。 

 

 ⑵ 減免対象保険料 

   令和元年度分の保険料であって、災害救助法適用日(令和元年 10 月 12 日)から令和２

年３月 31 日の間に、普通徴収の納期限または特別徴収対象年金給付の支給日が設定さ

れているもの 

 令和 2年度の保険料のうち、令和 2年４月分から９月分までに相当する月割算定額 

 
 ⑶ 財政支援について 

   住家の半壊・大規模半壊による減免については、８割減免のうち５割分（残り３割分

は広域連合負担）、それ以外の理由による減免については全額が国の財政支援の対象と

なっている。 

 
⑷ 免除等実施状況 

                           (令和２年８月 31 日時点) 

 令和元年度 令和２年度 

住宅に関 

する被害 

被害程度 人数 減免額 人数 減免額 

全壊 530 人 15,742,100 円 542 人 12,519,600 円 

半壊・大規模半壊 1,304 人 32,662,800 円 1,327 人 27,105,800 円 

床上浸水 198 人 2,558,600 円 195 人 1,992,900 円 

事業収入の減少 3 人 55,900 円 3 人 9,600 円 

死亡及び重篤な傷病 1 人 3,100 円 1 人 4,600 円 

合   計 2,036 人 51,022,500 円 2,068 人 41,632,500 円 

 



免除証明書

災害救助法 被保険者数 件数（件） 請求金額（円） 件数（件） 還付額（円） 交付人数 人数（人） 減免額（円） 人数（人） 減免額（円）

適用市町村 (R2.8末) (R２.8.31時点)

⾧野市 60,306 27,124 90,698,578 485 2,384,930 1,433 1,383 36,101,800 1,402 28,207,100

松本市 36,432 9 8,352 1 1 20,500

上田市 25,794 158 1,001,729 133 350,662 18 18 558,200 18 333,100

岡谷市 9,615 1 111,317 1 370 1 1 4,900

諏訪市 8,408

須坂市 8,590 2,366 5,563,338 73 174,990 115 109 2,561,200 116 2,583,200

小諸市 7,051

伊那市 11,710

中野市 7,120 1,033 6,456,296 60 1,516,328 87 93 1,332,600 88 1,273,900

飯山市 4,131 2,545 11,003,681 206 960,842 119 97 2,907,300 99 2,440,600

茅野市 9,059 20 130,557 2 1 1,700 2 32,800

塩尻市 10,056

佐久市 16,072 1,506 7,148,795 173 450,720 112 108 1,853,700 114 2,023,500

千曲市 10,798 2,807 11,220,450 148 503,851 168 143 4,059,900 148 3,248,600

東御市 4,823

安曇野市 16,267

小海町 1,087 64 542,872 4 3 70,100 3 48,300

佐久穂町 2,267 480 2,718,925 40 42 885,700 39 781,600

川上村 692

南牧村 559

南相木村 266

北相木村 191 1 250

軽井沢町 3,292

御代田町 2,147

立科町 1,334 16 210,568 13 11,400 1 2 41,800 2 35,800

⾧和町 1,364

青木村 921

富士見町 2,846

原村 1,348

辰野町 4,058 2 3,285

宮田村 1,409

木曽町 2,550

麻績村 756

生坂村 435

筑北村 1,106

坂城町 2,960 5 13,716 3 9,820 1 1 7,400

小布施町 1,968 630 1,962,107 3 18,892 29 34 612,900 29 515,000

高山村 1,190 40 354,496 2 1 5,100 1 1,600

山ノ内町 2,778 56 1,292,401 13 366,921 8

木島平村 956 6 150,437 4 2 41,800

野沢温泉村 703 4 2,041

飯綱町 2,194 141 800,360 1 10,758

栄村 566 20 23,282 9 3,480 2 2 30,500 2 32,800

計 288,175 39,034 141,417,833 1,321 6,763,964 2,147 2,036 51,022,500 2,068 41,632,500

※ 表中の一部負担金免除については、過誤調整等を行う前の、審査支払機関からの請求件数及び請求額であるため、今後、変更となる

 場合があります。

令和２年度保険料減免

令和元年台風第19号により被災した被保険者に係る一部負担金免除等の実施状況
保険料

(R２.8.31時点)（R2.7月診療分まで） (R２.8.31時点)

一部負担金

免除（診療報酬請求） 還付申請 令和元年度保険料減免

資料４－１



 

令和２年 7 月豪雨により被災した被保険者に係る一部負担金免除等の実施状況について 

 
１．一部負担金の免除 

 (1) 要件 

令和２年 7月豪雨に伴う災害に係る災害救助法の適用市町村に住所を有する被保険 

者であって、住家の全半壊、床上浸水その他の被災をした者が、受診の際、医療機関 

窓口においてその旨を申告することにより一部負担金が免除となるもの。 

  （「その他の被災」には、主たる生計維持者の死亡、行方不明、業務廃止、失職等が含 

まれる。） 

 

 (2) 免除対象一部負担金 

   災害救助法適用日(令和２年７月８日)から令和２年 10 月 31 日までの診療に係る窓 

口負担額(入院時食事療養費・生活療養費等に係る標準負担額は除く) 

 

 (3) 還付請求 

   免除対象一部負担金について、医療機関の窓口で免除の申立てをせず一部負担金を 

支払った場合、申請により還付を受けることができる。 

 

 

２．保険料の減免 

 (1) 要件及び減免割合 

   令和 2 年 7 月豪雨に伴う災害に係る災害救助法の適用市町村に住所を有する被保険 

者であって、住家の全半壊、床上浸水その他の被災をした者が、住所地の市町村にお 

いて減免手続きを行った場合、保険料が減免となるもの（減免割合については、対象 

となる保険料額に対するもの） 

 

  ア．主な減免理由・減免割合 

    その者の属する世帯の主たる生計維持者の居住する住宅に損害を受けた者 

損害程度 減免割合 

全壊 10 割 

半壊・大規模半壊 ８割 

床上浸水 ５割 

  イ．その他 

    主たる生計維持者の死亡、行方不明、事業収入減少等については、内容・程度に 

   より減免割合が定められている。 

 

 (2) 減免対象保険料 

   令和２年度分の保険料であって、災害救助法適用日(令和２年７月８日)から令和２ 

年 3 月 31 日の間に、普通徴収の納期限または特別徴収対象年金給付の支給日が設定 

されているもの 

 
３．免除等実施状況（令和 2年 9月 14 日現在） 

 (1) 一部負担金 

   

   該当なし 

 

 (2) 保険料                   

 

   該当なし 

資料５ 


